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者や協議会の皆さんとお話し合いなどをしなが

ら、計画をつくっていかなきゃいけないと思っ

ているところです。 

○渋谷佐輔議長 ２番、浅野敏明議員。 

○２番 浅野敏明議員 以上で終わります。 

 

 

 五十嵐智洋議員の質問 

 

 

○渋谷佐輔議長 次に、順位７番、議席番号12番、

五十嵐智洋議員。 

  （12番五十嵐智洋議員登壇） 

○１２番 五十嵐智洋議員 五十嵐智洋でござい

ます。12年ぶりに質問席に立たせていただきま

した。この間、高齢者福祉施設の責任者として、

数多くの職員とともに、日本の戦後復興をなし

遂げ、高度成長を支え、地域社会に多大な貢献

をされたご高齢者のお世話をさせていただき、

大変多くのことを学ばせていただきました。 

 10年後、団塊の世代の方全てが75歳以上とな

り、今後20年間は介護サービス需要はふえ続け

ますが、介護保険制度施行以来15年は経過して、

いろいろな矛盾が生じています。また、アベノ

ミクスの恩恵は大都会、大企業のみであり、地

方や中小企業にほとんど恩恵がないなど、相変

わらずの中央集権、官僚主導の政治に一石を投

じるために、たくさんの方々の善意に支えられ、

当選をかち得ましたことに感謝申し上げ、質問

を行わせていただきたいと思います。 

 先月８日、この議場での初顔合わせのときに、

20年前に議席を得たときは反骨精神の固まりで

あったが、60歳になり、やっと大人になって人

間も丸くなったようだと自己紹介いたしました。

しかし、本来、強気をくじき、弱きを助けるべ

き政治が、これから取り上げますマタニティハ

ラスメント問題のように、必ずしもそうではな

い現状に怒り、地方政治家として小なりといえ

ども、大きな声で正論を訴え、不条理に立ち向

かっていかなければならないと考えを修正いた

しましたので、前言を撤回して質問に移らせて

いただきます。 

 前岩手県知事、増田寛也氏を座長とする日本

創成会議は、人口減少により900近い地方の市

町村が消滅の危機にあると発表し、全国に激震

が起こりました。長井市は消滅都市には上げら

れていないものの、25年後の2040年の人口は１

万8,000人で、現在より１万人程度減少すると

推計しています。20代、30代の女性は49.8％減

少するとも発表し、現実となれば、消滅でなく

ても地域崩壊を意味し、何とか歯どめをかける

のが今の長井市の最大の課題であり、初めに少

子化対策について市長に伺います。 

 戦後のピーク時に260万人を超えた１年間の

全国出生数は年々減少し、平成20年度の推計で

は辛うじて100万人を超えたものの、やや改善

しつつあった合計特殊出生率が1.42と減少傾向

に転じ、27年度は初めて100万人を割ることが

確実となっています。 

 ことし３月の新聞記事を資料としてお配りし

ましたが、山形県の少子化は、全国の数値を軽

く上回り、30年前と比較した出生数は、何と全

国ワースト５位のお寒い状況にあります。ちな

みに、長井市の1983年度の出生数は385人、30

年後の2013年度は206人、減少率は47.5％であ

り、30年前の半分近くに減少しました。 

 私は、少子化が進んだ一番の原因は、女性が

結婚や妊娠、出産を理由に仕事をやめなければ

ならないことにあると以前から訴えてまいりま

した。結婚をすれば会社をやめる寿退社が戦後

は当たり前で、勤務を続けたくてもそれを許さ

ない風潮がありましたが、30年前の1985年に男

女雇用機会均等法が制定、施行され、結婚、妊

娠、出産などの理由で女性に不利な扱いをする

ことは法律で禁止されました。女性が結婚した

からといって退職させてはならない、無理やり
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辞表を書かせるのはだめですよと法律で決めた

わけですが、現実はそうはいかず、私が議席を

得た20年前の県内金融機関を例にとれば、ほと

んどの女性行員が結婚イコール退職という現状

は何も変わっていなかったのであります。人生

最大の喜ばしい出来事であるはずの結婚、妊娠、

出産が、働く女性にとって必ずしもそうではな

く、これまでの経験や努力を否定されるリスク、

危険要因になることから、結婚、出産をためら

う晩婚化、晩産化、非婚化につながり、少子化

に拍車がかかったのであります。 

 その後、男女雇用機会均等法は改正され、明

確に女性の権利を擁護し、守らない企業に対す

る罰則も強化されました。 

 また、企業側が女性職員の産休、育児休業取

得をためらう原因であった休業時の社会保険料、

厚生年金、雇用保険などの企業負担を26年７月

から免除し、勤めをやめずに出産し、育児休業

後の復職を可能とする環境は整ったかに見えま

したが、現実はそうではありませんでした。 

 昨年の流行語大賞に、マタニティハラスメン

トが選ばれました。これは、経営者、上司など

から、妊娠、出産を理由にいじめや嫌がらせを

受けることなど全般を示しますが、現在の世相

を端的にあらわした言葉と言えます。企業に勤

めている女性に対するアンケートでは、マタニ

ティハラスメントを受けた、勤務する会社にマ

タニティハラスメントがあるなどの回答が何と

８割近くに上りました。別の調査では、幸い勤

めながら第１子を出産した女性の６割もが退職

しています。まさにマタハラ大国日本というこ

とになります。 

 なぜ結婚、妊娠、出産に企業が冷たいか。産

前６週間、産後８週間の休暇、通常の育児休業

取得は１年間、保育の問題などがあれば最長１

年６カ月復職まで休業が認められますから、そ

の間の人員補充をしなければならない。復職し

ても残業ができない。子供のことで休みがちで、

これまで戦力として100だったものが、90とか

80に下がるが、給料は下げられず、結果的に経

費増につながる。こんな浅はかな考えだと思わ

れます。 

 確かにその部分だけ見ればそうかもしれませ

んが、別の視点に立てば、結婚、出産、子育て

を経て社会人として成長した女性が、企業に貢

献できる大きなメリットがあることも認識しな

ければなりません。 

 私が勤務していた社会福祉法人では、希望す

る全ての職員に出産後の育児休業を取得してい

ただき、多い年は10名以上になったものの、そ

の間、お互いさまと補い合い、復帰した職員の

多くがまた対人援助職としてレベルアップして

貢献する姿を多く見てまいりました。 

 安倍内閣は、女性が輝く社会を公約に掲げ、

企業で女性管理職の割合をふやすよう経済界に

要請しています。しかし、女性管理職がふえる

ことが女性が輝くことでしょうか。結婚して出

産しても支障なく温かく迎えてくれる環境で働

きたい。仕事と家庭、子育てを当たり前のよう

に両立したい。このような普通を多くの女性が

求めているのではないでしょうか。 

 安倍総理は、政治献金をいただいている経済

界、大企業には非常に優しく、法人税の大幅税

率ダウンを公約に掲げていますが、その果実は

決して働く女性の待遇改善にはつながりません。

少子化を劇的に改善するには、企業が率先して

労働基準法を守り、結婚、妊娠、出産を支援す

ることにあると考えます。企業減税をやめ、育

児休業を取得した従業員を継続雇用した企業に、

例えば補助金として中小企業に年間300万円、

大企業には200万円、１人当たり支給すれば一

気に環境は変わり、出生数はふえます。この金

額を年間仮に５万人分支給しても、企業減税分

の何分の１にもならず、子供の数がふえれば消

費もふえ、女性が会社をやめずに給料をもらう

ことで納税も維持され、景気もよくなる好循環
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社会になり、出生数はふえます。 

 2007年、少子化対策を担当する内閣府特命担

当大臣、いわゆる少子化担当大臣が任命されま

した。以来、猫の目のように入れかわり、現在

の自由民主党、有村治子氏は、何と８年間で16

代目。歴代の大臣には、小渕優子氏、社民党元

代表、福島瑞穂氏、民主党の蓮舫氏、現民主党

代表、岡田克也氏も名を連ねているが、全く何

もせず、無策をさらけ出したのみにすぎません

でした。まだ大きな顔で政治の表舞台に登場し

ていますが、政治家は結果責任を問われるもの

であり、反省の弁の一つもお聞きしたいもので

あります。 

 ある自治体では、他の自治体から移住した子

育て世代に新築住宅を貸与し、20年住めば無償

でその住宅を進呈する制度をつくりました。大

変涙ぐましいご努力ではありますが、少子化の

根本的な解決にはならず、ただ世帯が自治体を

移動したにすぎません。内谷市長はこのような

発想ではなく、子育て世代に対する長井市がで

きるだけの支援をすることはさることながら、

自治体の長である発信力を生かし、事あるごと

に国、県に積極的に物を申し、形骸化した少子

化対策に警鐘を鳴らすべきと考えますが、いか

がかお尋ねいたします。３分以内でお願いいた

します。 

 次に、定時補助職員の雇用契約について、副

市長に答弁を求めます。 

 厚生常任委員会協議会で、定時補助職員が妊

娠、出産した場合、雇用は打ち切りになるのか

と質問したところ、担当者の答えはイエスであ

りました。事実であれば、労働基準法に違反し

ていることになり、市が率先してマタニティハ

ラスメントを行っていることになります。雇用

契約の内容を説明する際、結婚、妊娠、出産な

どを不利益とする前提条件をつけていないかも

お尋ねいたします。 

 また、何年か継続雇用した場合、市の都合で

雇用契約を中止することも違法だが、これまで

の対応はどうだったかもお答えください。 

 民間も人手不足感が強い現在、定時補助職員

の採用については今後厳しさが増すと考えられ、

安心して働くことができる環境づくりが不可欠

であるが、どのように考えておられるのかもお

示ししていただきたいと思います。 

 次に、人口減少対策について市長にお尋ねい

たします。 

 人口減少の一番の要因は、若者の雇用の場が

減ることにより、職を求めて都会に若者が出て

しまうことが上げられています。 

 12日の一般質問で内谷市長は、平成10年代に

弱電関連企業の衰退により1,000人程度の雇用

が失われたと答弁されました。時代によって企

業には栄枯盛衰がありますから、失われたもの

もあり、新しくふえたもの、一時は低迷したが

復活した職種もあります。 

 建設関係は、バブル崩壊、民主党のコンクリ

ートから人へで受注が激減し、建築、土木、設

備関係などの廃業、縮小が相次ぎましたが、東

日本大震災復興、公共事業の持ち直し、耐震補

強関係などで活況を呈しています。高齢者介護

の分野は、この間、何百人もの雇用を生み出し

ました。 

 しかし、現在、建設、介護は慢性的な人手不

足にあります。建設業では、市道の除雪を行う

重機の操作員が、新しい人材が育たないため高

齢化し、今後除雪体制が維持されるのか危惧さ

れます。また、鉄筋工、型枠大工、水道設備資

格者等も足りません。高齢者介護施設のほとん

どが常態的に介護職員不足で、せっかく事業所

を開設しても予定どおりに職員を配置できず、

オープンが何カ月もおくれる事態などが発生し

ております。 

 建設、介護関係の職場に応募が少ないのは、

仕事がきつい、厳しい仕事の割に給料が安い、

勤務時間が不規則、土日に休めないなどの風評
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によるものが大きいと思います。応募が多い職

場は、事務系、ＩＴ関係で、求人する企業と職

を求めている人材が集まる就職フェスティバル

では、半日求人者をお待ちしていても、建設関

係の事業所には希望者ゼロ、福祉関係には１人

か２人、事務系企業には長蛇の列といった事態

を当事者として何度も経験してまいりました。

建設、介護とも長井市の重要かつ優良な地場産

業であります。ここに就業者がふえることは、

今後の住民サービスの向上はもちろん、介護離

職を防ぐなど、大きなメリットがあります。各

企業とも職員確保に奔走していますが、やりが

いや安定性、福利厚生の充実、地元で働く喜び

など、プラス面の正しい情報が、新卒者、求職

者に伝わっていないのが実情です。 

 重ねて申し上げますが、25年後の長井市は人

口が１万人も減少する危機に直面しています。

この数字は極めて信憑性が高いもので、何もし

なければもっともっと人口減少は進みます。今

まさに地域崩壊の序章に入ったと肝に銘じるべ

きで、お示ししましたように、少子化対策、人

口減少対策は、県、国を向いても光明が見出せ

ません。ここは長井市が独自に具体的な策を講

じなくてはなりません。それには、地元企業に

できるだけ多くの若者が就業できるよう、例え

ば高校生の夏休みに１週間程度希望する市内企

業で仕事をしながら、待遇、福利厚生などもじ

っくりと説明を受け、自分に合った企業か、仕

事か判断するインターンシップを行うことも大

変有効なことであります。これまでの職場体験

のように、短時間で形骸化したものではなく、

その間の賃金も支払い、仕事とはこういうもの

なのかと実感していただき、就業促進につなげ

るような制度を構築すべきと提案いたします。 

 建設会社を訪問し、産業参事、建設参事が現

状をよく調べるべきです。厚生参事は、同様に

介護施設を訪問すべきです。総務参事は、商工

会議所や高校を訪問し、オール長井で地元企業

への就職支援を模索すべきです。具体的制度構

築はもちろん、予算措置も必要です。この分野

に積極的に投資をしても、本来長井市を離れる

可能性が高かった若い層が地元に定着し、建設

業、介護関連事業所に従事する人材がふえれば、

納税し、消費し、結婚し、子供が生まれますか

ら、何倍、何十倍にも返ってくることになりま

す。 

 市長は私の提案に対してどのようにお考えか、

また別の具体的人口減少対策をお持ちか、お尋

ねいたします。 

 昭和20年代生まれの職員が退職し、平成生ま

れの職員が多くなりました。この方たちが25年

後、中堅、幹部職員となります。今の日本や地

方都市のあり方やまちづくりについて、私たち

地方政治家や今の管理職とは違った視点から刮

目すべき意見をお持ちの方もいらっしゃるので

はないか。壁に当たったときは発想の転換を図

り、胸襟を開いて若い職員の意見を市政に生か

すことも有効な方策ではないかと最後にお訴え

して、壇上からの質問を終わります。ご清聴ま

ことにありがとうございました。（拍手） 

○渋谷佐輔議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 五十嵐智洋議員のご質問にお答

えいたします。 

 12年ぶりの一般質問ということで、私も議員

をさせていただいたときに、４年ほど一緒にい

ろいろご指導いただきましたけども、あのとき

からさらに磨きがかかった鋭いご質問、ご提言

だというふうに思います。 

 まず最初の、少子化対策でございますが、マ

タハラを許さない社会づくりに積極的に発言す

べきということで、３分以内ということでござ

いましたけれども、五十嵐議員もこれご存じだ

と思いますが、ことしの３月に私ども「あやめ

ＲｅＰｏ」の中で、男女共同参画社会の第２次

の計画の内容等々について紹介させてもらった

レポートだったんですが、東洋経済の昨年の調
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査ですと、30代、40代の働く女性の割合が長井

は全国１位と。88.3％ということで、そういっ

た意味でいえば、まさにこれから子供をどんど

ん産んでいただく環境をつくるには、マタハラ

含めた女性に対する職場の、企業の理解という

のは必要不可欠だというふうに思います。 

 この記事でうれしかったのは、県内、山形県

のほうでこういう女性を支援する企業として、

長井市は13社上がっていまして、非常に多いほ

うです。ただ、これはまだまだだというふうに

思いますが、五十嵐議員おっしゃるとおりなん

ですけども、ちょっと少し持論を言わせていた

だきますと、やはり私たちの日本は、社会保障

については、中負担中福祉ですよね。特に私ど

も教育を学ぼうということで、オランダをいろ

んな形で、日本人のオランダの方と結婚された

方をお招きして、５年連続でいろいろ講演会と

かしておりますが、リヒテルズ直子さんという

方なんですが、その方に、いろいろオランダの

社会保障についてお聞きしました。これは又聞

きですから、私が具体的に調べたわけではない

んですが、オランダの場合、同一職種同一賃金

なんですね。なおかつ働き方は自分で選べると。

週２日なのか、３日なのか、４日なのか選べる

と。ただし、働く時間によっていただける給料

はもちろん違うわけです。同時に、産休、育休、

休んだ場合は、国がその期間６割保障するんだ

そうです。必ず法律で、戻る、本人が希望した

ら、ちゃんとその従前の、従前といいますかね、

働いていたところにそのまま戻れるという法律

で守られているんですね。こういう制度がない

と、企業によっては、よくわかるんだけども、

もううちとして人を確保できないとか、あるい

はその仕事上どうしても支障が出るんだという

ことで、悪意なくマタハラをされているケース

もあるんじゃないかと。それも決して許される

ことではないんですけども、そういった社会を

つくらないためにも、社会保障を見直す時期に

来ていると私は思っています。オランダは、オ

イルショック、第２次オイルショックを乗り越

えられなかったんですね。イギリスもそうでし

た。フランスも、ドイツもおくれました。ドイ

ツはいち早く復活したわけですけども、20年か

かったそうです。我々は高度経済成長だったん

で、もう四、五年で戻れたんですが、その間に

社会保障の制度をどんどん変えていったと。た

だし、日本と大きく違うところは、医療制度で

す。アメリカもそうですが、ヨーロッパも、日

本みたいに国がしっかりとした皆保険制度をと

っていない。ほとんど民間の医療制度なんです

ね。ですから、民間の保険会社に入って自分の

健康のリスクをちゃんと守るということをやっ

ていると。ですから、どこにお金をかけるかだ

というふうに思っていまして、これらについて

は、日本自体制度を変えていく必要があるとい

うふうに思っています。 

 なお、子育てとかこういったマタハラについ

てなどについては、市長会で国に要望というこ

とはしておりませんが、子育てについては、私

ども一人一人の市長では、政令都市とか県庁所

在地の市長ですと、有名な市長は取り上げてい

ただけるんですが、きょうも山形新聞来ていな

いですね。私どもみたいな小さいまちの市長は

なかなか発信力が弱いと。そこを上手にするの

が手腕なんでしょうけども、ただ、いけないこ

とはいけないと勇気を持って言う必要があると

思っています。ぜひこれは国に対してもそうい

ったことを求めていきたいと思いますし、あと

市内の企業の皆さんには、これらについてもし

っかりと、もっともっと協力企業をふやしてい

きたいというふうに思っております。 

 ２番目の、人口減少対策についてお答えをさ

せていただきたいと思います。 

 五十嵐議員のご提言、確かにすばらしい提言

だと思いますし、ぜひすべき、できることもた

くさんあるかと思います。 
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 ちょっとせっかく、時間もないんですけども、

職員がつくった原稿、これ少し読ませていただ

きますが、高校卒業者の就職状況についてちょ

っとお話しさせていただきます。 

 ことしの３月の末現在、ハローワーク長井管

内では、希望する高校生の就職内定率は、これ

100％でした。ただ、長井市では２つの高校が

あります。県の教育委員会にやっぱり私は非常

に不満なのは、実業高校をもうちょっとその役

割を考え直したほうがいいと。普通高校志望だ

っていうんですよ。だから、長井工業高校の１

学科減らされるとき、非常に私は、本当にこれ

までにないぐらい怒りました。もう県から説明

に来た方に、怒って机をたたいて出てしまいま

した。あと副市長に任せたんですけども、その

言い分がですね、保護者にアンケートをとると、

本人も含めて、普通高校に行きたいと。だから

実業高校はもう必要ないんだみたいな話なんで

すよ。それは確かに、本人の希望で進学したい、

それには普通高校が有利かもしれません。しか

し、それは非常に狭い見方ですよね。実業高校

でそこで経験して、さらにそのスキルを高める

という意味での進学も必要なわけですし、まし

てや理系などは、むしろエンジニアのスピリッ

ツを持った子供たちが工学部に進むというのが、

理学部に進むというのが一番理想形です。そう

いった意味では、100％というのは非常にうれ

しいんですが、子供の数は少ないですね。 

 そんな状況でございますけれども、むしろ今

は、地元に就職希望する子供たちを奪い合いし

ているというのが、実は地元の企業なんですね。

どうしても大きい企業は地元にはそうそうはあ

りませんので、中小零細ですから、その後の職

場の環境などによって、必ずしも定着率はよく

ないという事情もございます。これは五十嵐議

員おっしゃるとおりで。ただ、あらかじめ１週

間とか夏休みなどを利用してインターンシップ

をある程度自分でも、あるいは受け入れる会社

側も、お互いプラスになるような、そういった

研修制度を、もう遅いんでしょうけども、やっ

ぱり私どももそろそろ準備しなきゃいけないん

じゃないかなと。その際には、有償ということ

でございますが、私ども市のほうでも受け入れ

していますが、私ども無償でしています。どう

しても受け入れる側は、将来うちに来てくれる

というようなことがあればある程度有償という

こともあるかもしれませんけども、その分業務

に余裕がないと受けられませんので、どうして

も無償というところが多いようです。ただ、そ

ういったことを、どれがいいのか。ぜひ、今度

はせっかく参事がいるわけですから、参事の皆

さんにもご活躍いただいて、それらについても

いろいろ検討させていただきたいというふうに

思います。 

 いずれにしろ、西置賜雇用対策協議会という

のと、あと商工会議所、あと今は実践型の雇用

創造対策協議会というのも厚生労働省の事業を

受けてありますし、各高校とか企業さんといろ

いろ協議しながら、どういった形がいいのか、

積極的な対応をしてまいらなきゃいけないとい

うふうに思います。 

 あと最後にですが、市の若手職員の意見を参

考にすべきという点でございますが、ごもっと

もなご意見、ご提言でございます。 

 平成21年４月１日ですから、今から６年前の

職員の構成比、市の職員の構成比ですけども、

50代が50％近かったです。約半分が今から６年

前は50％でした。50代がですね。それがこの４

月１日では32％まで減っております。それぐら

い20代、30代の職員がふえています。現在は、

23.7％が20代の職員、全体で290人ぐらい、287

名でございますけれども、8.9％が23.7％にふ

えています。それから、30代、40代の職員はほ

ぼ横ばいということで、かつては30代非常に少

なかったんですが、20代の採用がふえて、それ

が30代になって、おかげさまで少し若返ってい



 

―１００― 

るという状況でございます。 

 次代を担う若者や女性の意見を政策に反映さ

せるということは非常に重要なことでございま

して、これは市の若手職員のみならず、市の施

策では市民の皆様の若い方、それから女性の方

の意見をしっかりと市政に反映させなきゃいけ

ないと思っています。 

 ただ、難点は、やはり職員、私どもの場合は、

それこそ建設産業から福祉、教育、あるいは税

とか管理する部分まで、非常に幅広いのが市民

生活全般にかかわっておりますので、非常に多

岐にわたっておりまして、全般的に職員は意見

はお持ちだと思うんですが、やっぱり意見交換

をしないと、多分に誤解されていて、わかって

いない部分がまだまだございます。ただ、それ

らも職員の提案制度で生かそうということで、

まだ実現しておりませんが、そういったことや

ら、例えば市民未来塾というのに若い職員大分

参加いただきました。４年間で延べにしたらも

う100人以上受けていると思います。それから、

このたびつくった第５次総合計画も、若い職員

のワーキンググループが随分意見を出していた

だいて、それらも施策に反映させております。

あと、ＹＴＳのテレビのＣＭ大賞ですね。こち

らもここ３年は、若手職員グループに分けまし

て、コンペさせて、その一番すぐれた案をＣＭ

につくったということで、賞を３年連続でいた

だいていますので、まだまだ足りないかもしれ

ませんけども、やっぱり若い職員、あるいは女

性の職員の意見などもしっかりと市政に生かし

ていきたいというふうに思います。 

 私からは以上でございます。 

○渋谷佐輔議長 遠藤健司副市長。 

○遠藤健司副市長 五十嵐議員のご質問にお答え

申し上げます。 

 定時補助職員の雇用契約に関することだとい

うふうにお聞きしました。 

 まず、定時補助職員の雇用について、法的に

整理させていただきたいと思います。この地方

自治体の定時補助職員については、地方公務員

法で臨時的任用職員という言葉で整理されてお

りまして、その任期等、契約期間等についての

要件が定められております。 

 採用から始まるわけですが、採用の要件は、

自治体の緊急の場合、あるいは臨時の職員の場

合、例えば産休のような場合というふうに該当

するというふうに規定されています。実質的に

は長井市は臨時的に補助的な業務として採用さ

せていただいています。この採用の方法は、法

では規定がありませんので、ハローワーク等で

応募いただいて、面接での採用というような形

をとっております。 

 服務、働いていただくときの勤務についての

法則ですが、これは地方公務員法の関係規定で

定義をされております。ただ、地方自治法でい

う各自治体の定数にはそれは含まれていないと

いうような状況がございます。 

 任期については、特に今、議員がご質問の趣

旨にかかわるところだと思いますが、最長１年

以内というのがこの地方公務員法の第22条で定

められております。市でも採用の場合には、１

年以内の勤務条件を明示しながら採用していま

す。実際には１年以内の任期を繰り返して採用

する場合も少なくありません。ただ、この場合

においても、任期ごとに勤務ごとの状況、ある

いは勤務の態度、姿勢なども見させていただい

て、客観的に私ども上司のほうでその能力を見

させていただいております。 

 この再度任用については、総務省からの通知

が平成26年にございました。正確を期すために

内容を申し上げます。 

 同じ職の任期が延長された、あるいは同一の

職に再度任用されたという意味ではなく、客観

的な能力の実証を経て新たな職として任用され

たものとして整理されるものとし、手続なく更

新がなされたり、長期にわたって継続して勤務
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できるといった誤解を招かれないよう、採用段

階で明確に示すべきというふうにされておりま

す。そして、この通知では、任用の手続につい

ても、同一の者を同一の職務内容の職に再度任

用する際にも、新たな職への任用として改めて

職務内容を含めた勤務条件の提示を行い、能力

の実証を経た上で本人の意思を確認し、手続を

行うべきとされておりますので、長井市でもこ

の趣旨にのっとって対応しておるところでござ

います。 

 したがいまして、１年以内の期間の任用に臨

時の職がなくなる場合や、能力の実証が得られ

ない、再度勤めることが難しい方であるという

場合には、任用を行わないという場合が発生し

ますが、これは雇用の打ち切りということでは

なくて、任用期間の満了、そして再度の任用を

しないという、違法な取り扱いではないという

ふうに考えております。 

 なお、長期にわたって任用を繰り返した後に、

ある段階で任用を拒否した、いわゆる雇いどめ

というトラブルになったケースについては、一

昨年11月の東京高裁判決がございます。臨時的

任用等の職員の任用は行政行為であり、任期の

満了とともに公務員としての地位を失うため、

民間の有期雇用労働者のような解雇権の濫用の

法理を類推適用する余地はないというふうにさ

れております。 

 先ほどお話がありましたとおり、厚生常任委

員会協議会で、定時補助職員が妊娠、出産した

場合には雇用が打ち切りになるかと質問すると、

答えはイエスであったと、違法ではないかとい

うようなことでございますが、これまで市の臨

時的任用職員で、妊娠、出産を理由に任期を途

中で打ち切ったということはございません。加

えて、それを雇用の契約には示しておりません。

担当の説明不足であることはお詫び申し上げた

いと思います。 

 なお、臨時的任用職員の処遇を含めた取り扱

いについては、議員ご指摘のとおり、さまざま

な観点から課題がございます。これは検討が必

要であるということで全国自治体の課題でござ

いますので、総務省も研究会を設けて今研究中

というふうに承知しております。 

 市といたしましても、引き続き総務省を中心

とする法整備などを含めた国の対応、他自治団

体の動向等を注視しながら適切な対応を行って

まいりたいというふうに考えております。 

 先ほど市長からもご紹介がありましたが、こ

の３月の「あやめＲｅＰｏ」で長井市の男女共

同参画基本計画についての特集を組ませていた

だきました。その中では、職場の取り組む目標

として、職場での男女の均等の機会及び待遇の

確保、仕事と生活の調和、ワーク・ライフ・バ

ランスの推進、職業能力開発の支援というのを

掲げております。具体的な実施計画の中では、

先ほど市長が申し上げました、子育てサポート

企業、こちら山形県が推進しております山形い

きいき・子育て応援宣言企業の登録数、現在13

社ですが、平成30年には21社になっていただき

たいというようなことで、市としてもお願い、

そしてそれなりの啓発啓蒙の活動をしていきた

いというふうに思っております。 

 こうした計画を行政が推進するわけでござい

ますから、今後の臨時雇用、あるいは非正規の

職員の妊娠、出産、あるいは職場への復帰等に

ついては、私からも意を用いてそれぞれの参事、

課長のほうに周知してまいりたいというふうに

思います。以上でございます。 

○渋谷佐輔議長 12番、五十嵐智洋議員。 

○１２番 五十嵐智洋議員 若手職員も登用して

いただくということでお答えいただきました。 

 テレビ番組に、全国市町村の珍しい風景とい

うんでしょうかね、紹介する番組があるんです

けども、ここ、33名の答弁席にいらっしゃいま

すけども、女性がお一人もいらっしゃらない。

女性管理職ゼロ。いらっしゃるんですか、１人。
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そうですか。ここの議場にはお一人もいらっし

ゃらないですね。なかなかこれ珍しい長井市議

会だって全国に紹介されるあれでしょうかね。

ぜひ女性、さっき管理職の話もしましたけども、

ぜひともこういった席にもいらっしゃるように

していただきたい。幸町では、長寿会、ミニデ

イともに会長さんは女性。進んでいるんですね。

ぜひそういうふうな配慮もお願いしたいと思い

ます。 

 資料に、この赤ちゃんの半減の裏に、マタハ

ラストップということでね、これ２枚ほど、山

形新聞の最近の記事なんです、これ。先週あた

りの記事です。このストップマタハラというと

ころの一番上の後半あたりですけども、妊娠を

伝えたら契約更新しないと言われた。産休、育

休はとれないと言われた。どんな気持ちでしょ

うかね、この女性。本当にかわいそうだという

ですね。 

 あと、この妊娠、出産を機に退職して、子育

てをして、何年か後にパートさんとかで復帰し

た場合のこの生涯賃金5,000万円以下だと。大

卒ですけども、一生こうやって子供を出産して

も勤務し続けると２億5,000万円になると。こ

んな統計もあるんですよね。こういう機会を奪

っているんですね。 

 長井市の企業も頑張って子供さんを産んでも

継続雇用している、13社紹介されたということ

ですけども、ほとんどこれ中小企業なんですよ

ね。余り大きな企業、例えば金融機関とか、少

しは取り組んでいるというふうなあれですけど

も、本質的な部分は何にも変わっていないんで

すよ。信用組合でも信用金庫でも銀行でも、女

性は結婚すると、何となくやめなくてはならな

いような仕掛けになっているんですよね。この

議場にいらっしゃる方も、お知り合いでもそう

いった方たくさんいらっしゃったんじゃないで

しょうかね。そういうふうな方向に持っていく。

女性一人ではあらがえないんですよ。大きな企

業に対して。そういったことをしているのが、

今の日本ですね。 

 このマタハラ、セクハラがまたふえてきたと

いうのは、そのマタニティーハラスメントとい

うのが流行語になって、日本中の女性の方が、

そうだと、私もそうだったと認識したんじゃな

いですか。私、とにかく地方自治体の首長、職

員は県のほうを見て、県職員は国のほうを見れ

ばそれでいいといったずっと流れですよね。前

例踏襲。 

 山形県は三世代同居の家庭が日本一の比率な

んですよ。本来は子育て環境が整っているから、

合計特殊出生率が全国トップクラスにならなけ

ればいけないのに、1.47ですよ、今。全国中位。

中くらいですよ。もっと行かんかもしれません。

第２位の三世代同居率の福井県は、合計特殊出

生率が1.6。上位なんですよね。県の取り組み

方が違うんですよ。 

 ですから、市長は、いろんなところにいらっ

しゃるわけですよね。県知事にも物申さなくち

ゃいけないですよ。もし一人で大変でしたら、

３市５町置賜のこの人口減少で本当に苦しんで

いる自治体でしょう。もうこれから人口増なん

て望めない。消滅を待っているような都市なん

ですよ。そこで声を上げなければどうするんで

すかと私、言いたいですね。 

 ぜひ、市長、３期目も当選されましてね、こ

れから大市長になっていただきたいんですよ。

中庸な市長じゃなくて、そういうふうなエール

を感じませんかと私は申し上げたいんですね。

ぜひそういうふうに頑張っていただきたいと思

います。 

 あと、副市長から、定時補助職員についてご

答弁ありました。 

 やはりこういう地方自治体の会社はそうかも

しれませんけども、地方公務員の場合は、労働

基準法が適用されるんですよ、と解されるんで

すよね。ですから、総務省もはっきり言ってい
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ないんですよね。まず民間企業では、臨時職員、

常勤、臨時職とか言いますけども、３年間、例

えば１年ずつ繰り返して雇用して、あとそうす

ると、よっぽどの理由がない限り、雇いどめ、

契約打ち切りできないんですよ。そういったこ

とも多分わかっていらっしゃると思うんですけ

ども、ですからこれまでの定時職員、臨時の仕

事だから、補助的な仕事だから１年終われば２

年、３年、４年と、こうしていたんだけども、

打ち切ってもいいというのは、これ間違いです

よ。これをこれから研究していただきたいと思

います。 

 それから、若い世代というのは収入が少ない

んですよね。男性も。ですから、年収300万円

ぐらいだと結婚できないよね、そういう方と。

どうしても共稼ぎをしなくちゃならないんです

ね。ですから、夫婦で２人で働いていれば500

万円とか600万円になる。何とか暮らしていけ

る。そういった意味でも、この妊娠、子育てを、

マタハラ防止をしなくてはいけないというふう

なことだと私は力説したいんですね。 

 もう一度市長にそのマタハラ防止ですね、女

性を大事にする施策について、とにかく物申し

ていただきたいんですけど、もう一回どうぞ、

決意。 

○渋谷佐輔議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 五十嵐議員のおっしゃるとおり

で、私も自分の、私も子供４人いますから、妻

がどれだけ肩身の狭い思いをして、職員だった

ときも、やはり臨時で雇われていたときも出産

したりいろいろしていましたので、苦労はわか

ります。あと、自分の娘も定時補助職員で、市

ではないんですけども、定時でやっていて、や

っぱり妊娠でかなり嫌なことをいっぱい言われ

たと言っていました。それが現実で、ですから

私ども長井はもともと合計特殊出生率は高かっ

たんですね。それが近年どんどんどんどん下が

っているというのは、それだけ民間、一番雇用

の多い民間の会社が厳しい状況に置かれてしま

って、そこまで配慮できない、そういう会社に

なってしまったのかなと非常に嘆かわしいなと

は思っていたんですが、いや、そういうことじ

ゃなくて、やっぱり我々もぜひ協力をいただく

ように市内の企業の経営者の皆さんにはお願い

をして回らなきゃいけないし、あと私ども置賜、

あるいは県全体で、微力でも声を上げて、そう

いう社会の機運をつくっていかなきゃいけない

んだなと。国も重い腰を上げてもらわないとだ

めだなと。そういったところの法律等の法改正

ですね。どういうふうな法改正が必要なのかで

すけども、そういったところまで声を上げてい

かなきゃいけないというふうに思います。 

 ぜひ積極的にマタハラのない長井市、安心し

て妊娠、出産できる、そういった環境づくりに

私どもも努力してまいりたいというふうに思い

ます。 

○渋谷佐輔議長 12番、五十嵐智洋議員。 

○１２番 五十嵐智洋議員 ぜひ頑張っていただ

きたいと思います。 

 先ほど建設関係、介護関係の人手不足につい

て申し上げましたけども、今、市道の除雪とい

うのは長井市内の建設会社が路線を請け負って

除雪をやっているわけですよね。国道とはまた

違ったシステムになっていて、今そのオペレー

ターという方々は、70歳過ぎても後進が育たな

いもんですから、老骨にむち打って、ベテラン

ですからもちろんきっちりと仕事をしていらっ

しゃるんですけども、していると。もう３年か

５年後はどうなるかわかりませんよといった状

況なんですよね。ですから、その出勤時間帯に

市道が除雪できなかったなんて事態も早晩やっ

てくるかもしれないんですよ。 

 あと、都会からの移住の場合、介護職員なん

かたくさんいるんですけども、簡単ではないで

す、これも。非常に３Ｋだっていうふうなこと

で、なかなかいらっしゃらない。 



 

―１０４― 

 ただ、現実は、建設業もたくさんの人が、賃

金も高いですし、ただ大変な仕事ですけども、

介護だってその風評に言われるほど安くて大変

でなんていう仕事じゃないんですよ。福利厚生

はしっかりしていますし、子供さんを産んでも

また育児休業で復職が当たり前にできると。こ

ういった職場環境もある。こういったことがな

かなか伝わらないから、さっき市長がおっしゃ

ったように、高校生は普通のほうがいいんだ、

実業高校だめだなんていうことで学科が削られ

る。こういった背景もあるわけですよね。 

 ですから、市長だけでなくて、幹部の方はそ

ういったことも頭に入れて、やはり市役所にい

るんじゃなくて企業訪問をして、そういった感

性を磨いていただきたいと、私は今回訴えたん

ですね。 

 今後もこのような政治活動を続けてまいりま

すので、よろしくお願いします。質問を終わり

ます。 

○渋谷佐輔議長 ここで昼食のため暫時休憩いた

します。再開は午後１時といたします。 

 

 

   午前１１時５２分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○渋谷佐輔議長 休憩前に復し、午前に引き続き

会議を再開いたします。 

 市政一般に関する質問を続行いたします。 

 

 

 金子豊美議員の質問 

 

 

○渋谷佐輔議長 順位８番、議席番号３番、金子

豊美議員。 

  （３番金子豊美議員登壇） 

○３番 金子豊美議員 初めに、４月の選挙によ

り初当選し、きょう初めて壇上より一般質問を

させていただきます。言葉の間違いや質問の重

複が多々あるかと思いますが、ご了承いただけ

れば幸いだと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

 それでは最初に、長井市北部地域の戦略につ

いて質問をさせていただきます。 

 まず、選挙期間中も多くの市民の方々から言

われたことの一つですが、市南部に対して北部

は東西の道路、通学路も含めて生活基盤の整備

がおくれていると言われているが、北部に対す

る今後の戦略を市としてどのように考えている

のかお聞きしたいと思います。 

 市内南部のほうは、大手スーパーの進出を初

め、市民文化会館、つつじ公園、生涯学習プラ

ザ運動場、長井ダム、道照寺平スキー場などが

あり、にぎやかな地域となっております。対し

て、北部については、あかしあ産業団地、下水

処理場、レインボープランコンポストセンター、

葉山及び葉山森林公園、古代の丘縄文村などが

あるのに対しまして静かでおくれていると感じ

ている人が多くいます。 

 なぜ南部がにぎやかで北部が静かに見えるの

か。あかしあ産業団地については、ケミコンや

東芝ライテックを初め、撤退や閉鎖をした企業

もあり、その跡地利用や企業誘致についても市

民の方々は期待と不安を抱きながら関心を持っ

ております。市北部の戦略についてお聞きする

のが第１点であります。 

 次に、２つ目は、あやめ公園についての質問

です。 

 あやめ公園に対する市民の思いは強い。観光

客を呼ぶことも大切だが、市民が常に公園に行

ける環境整備が必要ではないかというふうなこ

とであります。 

 先日、私の亡くなった父親の同級生で、現在

横浜に住んでいる関東致芳会相談役の方からお




